
第17期定時株主総会招集ご通知に際しての

イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表

　（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）

デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム株式会社

「連結注記表」および「個別注記表」につきましては、法令および当社

定款第17条の規定に基づき、当社ウェブサイトに掲載することにより株

主の皆様に提供しております。

表紙



連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　　　　　35社

(2) 連結子会社の名称

株式会社プラットフォーム・ワン

株式会社アイピーオンウェブジャパン

有限会社デジタル・アド・テック

株式会社アド・プロ

長春市惠海信息技術有限公司

株式会社DACグループサービス

株式会社アイメディアドライブ

株式会社モデューロ

株式会社トーチライト

株式会社博報堂アイ・スタジオ

愛思奇奥網絡信息技術（北京）有限公司

株式会社アイ・ファクトリー

北京迪愛慈広告有限公司

株式会社アイレップ

株式会社レリバンシー・プラス

株式会社フロンティアデジタルマーケティング

株式会社ロカリオ

PT.DIGITAL MARKETING INDONESIA

株式会社アクイジオジャパン

ユナイテッド株式会社

株式会社インターナショナルスポーツマーケティング

株式会社凸風

ngih投資事業有限責任組合

ユナイテッドサーチ株式会社

ベンチャーユナイテッド株式会社

CocoPPa,Inc.

フォッグ株式会社

ユナイテッドファン株式会社

ユナイテッドギア株式会社

株式会社エッグ

株式会社ウイング

株式会社アシスト
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DAC ASIA PTE.LTD.

I-DAC PTE.LTD.

I-DAC(Malaysia)Sdn Bhd

 (注) １．ソーシャルワイヤー株式会社は、当連結会計年度において、事業上の関係性・

人的関係性が低下し、支配関係が希薄となったため、連結の範囲から除外し、

持分法適用の範囲に含めております。

２．株式会社アイ・ファクトリーは、当連結会計年度において、株式を追加取得

したため、連結の範囲に含めております。

３．株式会社モデューロ、PT.DIGITAL MARKETING INDONESIA、株式会社アクイジ

オジャパン、CocoPPa,Inc.、フォッグ株式会社、ユナイテッドファン株式会

社、ユナイテッドギア株式会社、株式会社エッグ、株式会社ウイング、株式

会社アシスト、I-DAC(Malaysia)Sdn Bhdは、当連結会計年度において、新規

設立したため、連結の範囲に含めております。

(3) 主要な非連結子会社の名称等

①非連結子会社の名称

恩即愛軟件開発(上海)有限公司

ADerL Inc.

IF Vietnam Co.,Ltd

②連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分

に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要

な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用関連会社の数　28社

　(2) 持分法適用関連会社の名称

株式会社デジタルブティック

株式会社スパイスボックス

株式会社テトテ

株式会社メンバーズ

株式会社富士山マガジンサービス

ngiベンチャーコミュニティ・ファンド２号投資事業有限責任組合

Innity Corporation Berhad

株式会社ALBERT

DACベンチャーユナイテッド・ファンド１号投資事業有限責任組合

ソーシャルワイヤー株式会社

アドイノベーション株式会社　他17社
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（注）アドイノベーション株式会社は、当連結会計年度において株式を取得したため、

　　　同社を持分法適用関連会社に含めております。

(3) 持分法を適用しない非連結子会社および関連会社

①非連結子会社および関連会社の名称

恩即愛軟件開発(上海)有限公司

ADerL Inc.

株式会社クリエイターズマッチ

IF Vietnam Co.,Ltd

②持分法を適用しない理由

　持分法を適用しない非連結子会社および関連会社は、それぞれ当期純損益（持分に見

合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても

連結計算書類に及ぼす影響は軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分

法の適用範囲から除外しております。

(4) 持分法の適用手続について特に記載すべき事項

　　　持分法適用関連会社のうち、決算日が異なる会社については、当該会社の直近の四半期

　　決算を基にした仮決算により作成した計算書類を使用しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち長春市惠海信息技術有限公司、株式会社インターナショナルスポーツマ

ーケティング、株式会社凸風、CocoPPa,Inc.、北京迪愛慈広告有限公司、愛思奇奥網絡信息

技術（北京）有限公司、DAC ASIA PTE.LTD.、I-DAC PTE.LTD.およびＩ-DAC(Malaysia)Sdn Bhd

の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書

類を使用しております。

　ただし、同決算日から連結決算日までの期間に重要な取引が生じた場合には、連結上、必

要な調整を行うこととしております。

　また、連結子会社の有限会社デジタル・アド・テックの決算日は11月30日、連結子会社の

株式会社アイレップ、株式会社フロンティアデジタルマーケティング、株式会社ロカリオお

よび株式会社アクイジオジャパンの決算日は９月30日、連結子会社のユナイテッドサーチ株

式会社の決算日は８月31日、連結子会社のngih投資事業有限責任組合の決算日は４月30日、

連結子会社のPT.DIGITAL MARKETING INDONESIAの決算日は６月30日であります。連結計算書

類の作成にあたっては、直近の四半期決算を基にした仮決算により作成した計算書類を使用

しております。

　ただし、同四半期決算日から連結決算日までの期間に重要な取引が生じた場合には、連結

上必要な調整を行うこととしております。
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４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法

　有価証券

満期保有目的の債券　償却原価法を採用しております。

その他有価証券（営業投資有価証券を含む）

時価のあるもの　　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を

採用しております。

時価のないもの　　移動平均法による原価法を採用しております。

投資事業組合への

出資金

組合契約に規定される決算報告日に応じて、入手可能な最近の

決算書を基礎とした損益帰属方式により取り込む方法によって

おります。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

（リース資産を除く）

当社および国内連結子会社は法人税法の定めと同一の基準によ

る定率法（ただし、建物（附属設備を除く）については法人税

法の定めと同一の基準による定額法）を、また、在外連結子会

社は定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　８～15年

器具備品　　２～20年

②無形固定資産　　　　　定額法を採用しております。

（リース資産を除く）　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込

利用可能期間（主に５年）に基づく定額法を採用し、市場販売

目的のソフトウェアについては、主に見込販売可能期間（３年）

に基づく定額法を採用しております。

③リース資産　　　　　　所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採

用しております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金　　　　　売上債権等の貸倒損失に備えるため、当社および国内連結子会

社は一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

在外連結子会社は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

賞与引当金　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額

の当連結会計年度負担額を計上しております。

役員賞与引当金　　　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当連結会計年

度における支給見込額に基づき計上しております。

ポイント引当金　　　連結子会社であるユナイテッド株式会社は、メディア会員等に

対して付与したポイントの使用により今後発生すると見込まれ

る景品交換費用等に備えるため、当連結会計年度末において将

来使用されると見込まれる額を計上しております。

(4) のれんの償却方法および償却期間

　のれんの償却については、その効果が発現する期間を個別に見積り、主に５年間で均等

償却しております。

(5) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

繰延資産の処理方法

創立費　　　　　　　支出時に全額費用として処理しております。

株式交付費　　　　　支出時に全額費用として処理しております。

重要な外貨建資産および負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。なお、在外連結子会社等の資産および負債は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換算し、収益および費用は、期中平均為替相場により円

貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定および少数株主持分に含

めて計上しております。

重要な収益および費用の計上基準

　メディアサービス売上高およびメディアサービス売上原価の計上基準

　メディアサービス売上高およびメディアサービス売上原価をそれぞれ両建計上し、

契約金額を広告掲載期間における日数で按分し、売上高および売上原価を計上してお

ります。
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　受注制作のソフトウェアに係る収益および費用の計上基準

　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約について

は工事進行基準（進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の契約については、工事

完成基準を適用しております。

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

５．表示方法の変更

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において、区分掲記しておりました「固定負債」の「ポイント引当金」は、

付与したポイントの大部分が1年内に使用されることが見込まれるようになったことから、当連

結会計年度より「流動負債」の「その他」（当連結会計年度は45,261千円）に含めて表示して

おります。

（連結損益計算書）

①前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「株式交付費」（前連

　結会計年度は198千円）は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記する　

　ことにいたしました。

②前連結会計年度において、「特別利益」の「その他」に含めていた「関係会社株式売却益」

　（前連結会計年度は23,928千円）は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分

　掲記することにいたしました。

③前連結会計年度において、区分掲記しておりました「特別利益」の「投資有価証券売却益」

　（当連結会計年度は3,100千円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度よ　

　り「その他」に含めて表示しております。

④前連結会計年度において、区分掲記しておりました「特別利益」の「新株予約権戻入益」　

　（当連結会計年度は46,823千円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度よ

　り「その他」に含めて表示しております。

⑤前連結会計年度において、区分掲記しておりました「特別利益」の「負ののれん発生益」　

　（当連結会計年度は1,979千円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度よ　

　り「その他」に含めて表示しております。

⑥前連結会計年度において、区分掲記しておりました「特別損失」の「投資有価証券評価損」

　（当連結会計年度は3,178千円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度よ　

　り「その他」に含めて表示しております。

⑦前連結会計年度において、区分掲記しておりました「特別損失」の「固定資産除却損」（当

　連結会計年度は10,285千円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より　

　「その他」に含めて表示しております。
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（連結貸借対照表に関する注記）

１．担保資産

担保に供している資産

定期預金 9,000千円

担保付債務

　買掛金 70,868千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 1,028,245千円

３．当座貸越契約および貸出コミットメント契約に基づく借入未実行残高

当座貸越極度額およびコミットメントの総額 3,600,000千円

借入実行残高 2,100,000千円

　差引額 1,500,000千円
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当連結会計年度の末日における発行済株式の数

普通株式 53,442,300株

２．当連結会計年度の末日における自己株式の数

普通株式 4,882,648株

３．配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月26日
定時株主総会

普通株式 291,355 600 平成25年３月31日 平成25年６月27日

（注）平成25年４月１日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っておりますが、当基準日

　　　における１株当たり配当額は株式分割前の実際の配当額を記載しております。

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 291,389 6
平成26年
３月31日

平成26年
６月26日

４．当連結会計年度末日における新株予約権等に関する事項

平成19年７月
新株予約権

平成21年３月
新株予約権

平成22年３月
新株予約権

目的となる株式
の数

普通株式
174,000株

普通株式
61,600株

普通株式
86,800株

新株予約権等の
個数

1,740個 616個 868個

平成23年７月
新株予約権

平成24年７月
新株予約権

平成25年７月
新株予約権

目的となる株式
の数

普通株式
73,200株

普通株式
74,000株

普通株式
68,700株

新株予約権等の
個数

732個 740個 687個

（注）権利行使期間の初日が到来していないものを除いています。
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（金融商品に関する注記）

１.金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金の状況および金融市場の状況を鑑み、資金運用については、安全

性、流動性を重視した金融資産を購入し、また資金調達については安定性、経済性、機動

性に配慮した手段を採用しております。

(2) 金融商品の内容およびそのリスク

　当社グループの営業債権である受取手形および売掛金は、取引相手先の契約不履行に係

る信用リスクに晒されております。外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されて

おります。有価証券および投資有価証券は、主に取引先企業等との関係強化、維持や事業

運営上必要な株式であり、発行体の信用リスクおよび市場価格の変動リスクに晒されてお

ります。営業投資有価証券は、創業後間もない時期のベンチャー企業への投資であり、発

行体の信用リスクおよび市場価格の変動リスクに晒されております。

　当社グループの営業債務である買掛金および未払金は、ほとんど２カ月以内の支払期日

であります。外貨建ての営業債務は、為替の変動リスクに晒されております。また、借入

金のうち、主なものは運転資金対応のものとなります。また、借入金は金利の変動リスク

に晒されております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、営業債権について与信管理規程に基づき経理担当部署により、取

引先ごとの期日管理および残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的

にモニタリングすることで滞留債権の発生防止を図っております。満期保有目的の債

券は、有価証券運用基準に基づき、高格付の債券のみを対象としているため、信用リ

スクは僅少であります。

②　市場リスク（為替等の変動リスク）の管理

　当社グループは、外貨建ての営業債権債務について為替変動リスクに晒されており

ますが、資産負債から生じる損益により、リスクは原則として減殺されており、定期

的にモニタリングすることで過大な為替損失の発生防止を図っております。

　有価証券、営業投資有価証券および投資有価証券は定期的に時価や発行体の財務状

況等を把握しております。

　長期借入金は固定金利で借入を行うことにより、支払利息の固定化を実施しており

ます。

③　資金調達に係る流動性リスク

　当社グループは、財務担当部署において各社の短期の資金繰り、中長期の資金計画

を作成し、流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には、合理的

に算定された価額が含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２.金融商品の時価等に関する事項

　平成26年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については

以下のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に

は含めておりません。（注２をご参照ください。）

連結貸借対照表

計上額（千円）

時　価

（千円）

差　額

（千円）

（1）現金および預金 12,591,170 12,591,170 －

（2）受取手形および売掛金 13,922,518

貸倒引当金 △5,302

13,917,216 13,917,216 －

（3）営業投資有価証券および投

資有価証券

満期保有目的の債券 100,000 92,491 △7,509

関係会社株式 824,573 1,097,904 273,331

その他有価証券 874,027 874,027 －

資産計 28,306,988 28,572,810 265,822

（1）買掛金 11,379,481 11,379,481 －

（2）短期借入金 2,100,000 2,100,000 －

（3）未払金 756,401 756,401 －

（4) 長期借入金（※１） 284,280 284,892 612

負債計 14,520,163 14,520,775 612

（※１）長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金の金額を含んでおります。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

（1）現金および預金、（2）受取手形および売掛金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

（3）営業投資有価証券および投資有価証券

　時価は、株式については取引所の価格、債券については金融機関から提示された価

格、投資信託は公表されている基準価格によっております。
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負債

（1）買掛金、（2）短期借入金、（3）未払金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

（4）長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に

想定される利率で割り引いた現在価値により算定しています。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式等 2,503,191

関係会社株式 806,062

　非上場株式等および株式非公開の関係会社株式については、市場価格がなく、かつ将来

キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが困難と認められ

るため、含めておりません。
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（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 275円98銭

１株当たり当期純利益 41円66銭

（注）当社は、平成25年４月１日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。

（重要な後発事象に関する注記）

　該当事項はありません。

（その他の注記）

　該当事項はありません。
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準および評価方法

有価証券の評価基準および評価方法

子会社株式および関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

満期保有目的の債券

　償却原価法を採用しております。

その他有価証券

時価のあるもの

　当事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

　　（リース資産を除く）

法人税法の定めと同一の基準による定率法（ただし、建物（附

属設備を除く）については法人税法の定めと同一の基準によ

る定額法）によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　８～15年

器具備品　　２～20年

(2) 無形固定資産　　　　　　定額法を採用しております。

　　（リース資産を除く）　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見

込利用可能期間（主に５年）に基づく定額法を採用し、市場

販売目的のソフトウェアについては、見込販売可能期間（３

年）に基づく定額法を採用しております。また、のれんにつ

いては、投資効果の発現する期間（主に５年）に基づく定額

法を採用しております。

(3) リース資産　　　　　　　所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を

採用しております。
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３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。

(2) 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業年度負担額を計

上しております。

(3) 役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度における支給見込額に基づ

き計上しております。

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職金支給に備えるため、会社内規により算出した期末要支給額を計上しており

ます。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 重要な外貨建資産および負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

(2) 重要な収益および費用の計上基準

メディアサービス売上高およびメディアサービス売上原価の計上基準

　メディアサービス売上高およびメディアサービス売上原価をそれぞれ両建計上し、契

約金額を広告掲載期間における日数で按分し、売上高および売上原価を計上しておりま

す。

受注制作のソフトウェアに係る収益および費用の計上基準

　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約については工事

進行基準（進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の契約については、工事完成基準

を適用しております。

(3) 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

　５．表示方法の変更

（貸借対照表）

①前事業年度において、「流動資産」の「その他」に含めていた「前払費用」（前事業年度は

　57,066千円）は、金額的重要性が増したため、当事業年度より区分掲記することにいたしま

　した。

②前事業年度において、「流動負債」の「その他」に含めていた「前受金」（前事業年度は　

　25,837千円）は、金額的重要性が増したため、当事業年度より区分掲記することにいたしま

　した。
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（損益計算書）

　前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「支払利息」（前事業年度

は2,773千円）は、金額的重要性が増したため、当事業年度より区分掲記することにいたしまし

た。
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（貸借対照表に関する注記）

１．担保資産

担保に供している資産

定期預金 9,000千円

担保付債務

買掛金 70,868千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 567,837千円

３．債務保証

　次の関係会社の仕入債務に対し、債務保証を行っております。

保証先 金額（千円） 内容

 ㈱プラットフォーム・ワン 15,272 仕入債務

４．関係会社に対する金銭債権・債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 3,395,243千円

長期金銭債権 19,646千円

短期金銭債務 1,898,544千円

５. 取締役に対する長期金銭債務 80,086千円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

売上高 34,837,827千円

仕入高 21,727,472千円

販売費および一般管理費 834,023千円

営業取引以外の取引 534,581千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 4,877,400株
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（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

株式報酬費用 42,249千円

未払賞与・賞与引当金 43,837千円

未払事業税 10,166千円

一括償却資産 985千円

ソフトウェア 33,592千円

投資有価証券評価損 351,110千円

未払退職金 85,952千円

未払役員退職金 28,542千円

その他 31,601千円

繰延税金資産小計 628,037千円

評価性引当額 △351,110千円

繰延税金資産合計 276,926千円

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △146,640千円

繰延税金負債合計 △146,640千円

繰延税金資産の純額 130,285千円

（関連当事者との取引に関する注記）

１．親会社および法人主要株主等

種 類 会社等の名称
資 本 金 又
は 出 資 金
(千円)

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割 合

関 係 内 容

取引の内容
取 引 金 額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事 業 上
の 関 係

主要株
主（法
人）

㈱博報堂Ｄ
Ｙメディア
パートナー
ズ

9,500,000 広 告 業
(被所有)

 直接
47.9％

役員
3名

当社のイ
ンターネ
ット広告
の販売先
でありま
す。

売 上 高
(注)２

32,356,564 売 掛 金 2,741,433

（注）１.上記の金額のうち取引金額は消費税等を含めず、期末残高は消費税等を含めて表示し

ております。

２.取引条件および取引条件の決定方法

取引条件は、市場価格等を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。
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２．子会社等

種 類 会社等の名称
資 本 金 又
は 出 資 金
(千円)

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割 合

関 係 内 容

取引の内容
取 引 金 額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事 業 上
の 関 係

子会社
㈱プラット
フォーム・
ワ ン

250,000

オンライン
広告取引の
プラットフ
ォームサー
ビスの提供

（所有）
直接
100.0％

間接
　－ ％

役員
２名

当社のイ
ンターネ
ット広告
の販売先
でありま
す。

売 上 高
( 注 ) ２

721,697
売 掛 金
前 受 金

66,668
251,306

子会社
㈱アイピー
オンウェブ
ジ ャ パ ン

10,000

オンライン
広告取引プ
ラットフォ
ーム等のテ
クノロジー
サービスの
提供

（所有）
直接
　－ ％

間接
70.0％

役員
１名

当社のイ
ンターネ
ット広告
の仕入先
でありま
す。

売上原価
( 注 ) ２

550,928
買 掛 金
前 渡 金

50,737
251,306

子会社
㈱アイレッ
プ

549,140

リスティング
広告、SEO、
Web解析など
のSEM関連サ
ービス事業

（所有）
直接

57.7％
間接
　－ ％

役員
３名

当社のイ
ンターネ
ット広告
の仕入先
でありま
す。

売上原価
( 注 ) ２

7,864,374 買 掛 金 562,316

子会社
㈱レリバン
シー・プラ
ス

100,000

リスティング
広告、SEOおよ
びその周辺サ
ービスの提供

（所有）
直接
　－ ％

間接
100.0％

－

当社のイ
ンターネ
ット広告
の仕入先
でありま
す。

売上原価
( 注 ) ２

6,957,613 買 掛 金 608,222

子会社
㈱アド・プ
ロ

65,000

リスティング
広告、SEOおよ
びその周辺サ
ービスの提供

（所有）
 直接

100.0％
 間接

　－ ％

－

当社のイ
ンターネ
ット広告
の送稿管
理業務委
託先であ
ります。

借 入 金
支払利息
( 注 ) ３

800,000
1,876 借 入 金 800,000

（注）１.上記の金額のうち取引金額は消費税等を含めず、期末残高は消費税等を含めて表示し

ております。

２.取引条件および取引条件の決定方法

取引条件は、市場価格等を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。

３.資金の借入については、借入利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、

　 返済条件は期間半年、一括弁済としております。なお、担保は提供しておりません。
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（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 208円92銭

１株当たり当期純利益 8円27銭

（注）当社は､平成25年４月１日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております｡

（重要な後発事象に関する注記）

　該当事項はありません。

（その他の注記）

　該当事項はありません。
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